
外来医療の機能の明確化・連携

について

栃木県 保健福祉部 医療政策課
県西健康福祉センター

資料３



２．改革の方向性

○ 地域の医療機関の外来機能の明確化･連携に向けて、データに基づく議論を地域で進めるため、

① 医療機関が都道府県に外来医療の実施状況を報告する。

② ①の外来機能報告を踏まえ、「地域の協議の場」において、外来機能の明確化・連携に向けて必要な協議を行う。

→ ①・②において、協議促進や患者の分かりやすさの観点から、「医療資源を重点的に活用する外来」を地域で基
幹的に担う医療機関（紹介患者への外来を基本とする医療機関）を明確化

・ 医療機関が外来機能報告の中で報告し、国の示す基準を参考にして、地域の協議の場で確認することにより決定

患者の流れがより円滑になることで、病院の外来患者の待ち時間の短縮や勤務医の外来負担の軽減、医師働き方改革に寄与

紹介

「医療資源を重点的に活用する外来」を地域で基幹的に
担う医療機関（紹介患者への外来を基本とする医療機関）

逆紹介

外来機能報告、「地域の協議の場」での協議、紹
介患者への外来を基本とする医療機関の明確化

かかりつけ医機能を担う医療機関

病院の外来患者の待ち時間
の短縮、勤務医の外来負担
の軽減、医師働き方改革

かかりつけ医機能の強化
（好事例の収集、横展開等）

〈「医療資源を重点的に活用する外来」のイメージ〉

○医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来 （悪性腫瘍手術の前後の外来 など）

○高額等の医療機器・設備を必要とする外来 （外来化学療法、外来放射線治療 など）

○特定の領域に特化した機能を有する外来 （紹介患者に対する外来 など）

１．外来医療の課題

○ 患者の医療機関の選択に当たり、外来機能の情報が十分得られず、また、患者にいわゆる大病院志向がある中、一部
の医療機関に外来患者が集中し、患者の待ち時間や勤務医の外来負担等の課題が生じている。

○ 人口減少や高齢化、外来医療の高度化等が進む中、かかりつけ医機能の強化とともに、外来機能の明確化･連携を進
めていく必要｡

外来医療の機能の明確化･連携
令和４年３月版厚生労働省HP「外来機能報告制度について」
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【地域の協議の場】

①医療資源を重点的に活用する外来に関する基準（※）を満たした医療機関に
ついては、紹介受診重点医療機関の役割を担う意向を確認し、紹介率・逆紹
介率等も参考にしつつ協議を行う。
（※）初診に占める重点外来の割合40％以上 かつ

再診に占める重点外来の割合25％以上

②医療資源を重点的に活用する外来に関する基準を満たさない医療機関であっ
て、紹介受診重点医療機関の役割を担う意向を有する医療機関については、
紹介率・逆紹介率等（※）を活用して協議を行う。
（※）紹介率50％以上及び逆紹介率40％以上

③協議が整った場合に、紹介受診重点医療機関として都道府県が公表する。

○ 外来機能の明確化・連携を強化し、患者の流れの円滑化を図るため、医療資源を重点的に活用する外来の機能に着目して、
以下のとおり紹介患者への外来を基本とする医療機関（紹介受診重点医療機関）を明確化する。
①外来機能報告制度を創設し、医療機関が都道府県に対して外来医療の実施状況や紹介受診重点医療機関となる意向の有
無等を報告し、
②「地域の協議の場」において、報告を踏まえ、協議を行い、協議が整った医療機関を都道府県が公表する。
※紹介受診重点医療機関（一般病床200床以上の病院に限る。）は、紹介状がない患者等の外来受診時の定額負担の対象となる。

地域の協議の場
における協議

紹介受診重点医療機関について

【外来機能報告】

○「医療資源を重点的に活用する外来（重点外来）」等の実施状況
・医療資源を重点的に活用する入院の前後の外来
・高額等の医療機器・設備を必要とする外来
・特定の領域に特化した機能を有する外来

○紹介・逆紹介の状況
○紹介受診重点医療機関となる意向の有無
○その他、地域の協議の場における外来機能の明確化・連携の推進

のための必要な事項

紹介

逆紹介

かかりつけ医機能を担う医療機関

・病院の外来患者の待ち時間の短縮
・勤務医の外来負担の軽減
等の効果を見込む

患者がまずは地域の「かかりつけ医
機能を担う医療機関」を受診し、必
要に応じて紹介を受けて紹介受診
重点医療機関を受診する。
状態が落ち着いたら逆紹介を受けて
地域に戻る受診の流れを明確化。

国民への周知・啓発

紹介受診重点医療機関
外来機能報告（重点外来の項目、意向等）

医療機関 都道府県

⇒公表
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外来機能報告における紹介率及び逆紹介率の報告について外来機能報告における紹介率及び逆紹介率の報告について
令和４年６月17日 厚生労働省医政局地域医療計画課事務連絡

１．外来機能報告における紹介率及び逆紹介率の対象期間
・令和４年度 ：令和４年７月の１か月間
・令和５年度 ：令和４年７月 ～令和５年３月の９か月間
・令和６年度～：報告実施の前12 か月間

２．有床診療所及び無床診療所の紹介率及び逆紹介率の報告について
➢ 任意（「外来機能報告等に関するガイドライン」より）

３．紹介率及び逆紹介率の計算方法
➢ 地域医療支援病院の定義を活用し、以下のとおりとする。

・紹介率（％）＝ 紹介患者数 ÷ 初診の患者数 × 100
・逆紹介率（％）＝ 逆紹介患者数 ÷ 初診の患者数 × 100

【参考】地域医療支援病院における 紹介患者数等の定義（平成10年5月19日付け厚生省健康政策局長通知）

「紹介患者の数」
開設者と直接関係のない他の病院又は診療所から紹介状により紹介された者の数 (初診の患者に限る。また、紹介元である他の病院又は診療所の医師から

の電話情報により地域医療支援病院の医師が紹介状に転記する場合及び他の病院又は診療所等における検診の結果、精密検診を必要とされた患者の精密検診
のための受診で、紹介状又は検査票等に、紹介目的、検査結果等についてその記載がなされる場合を含む。)

「初診患者の数」
患者の傷病について医学的に初診といわれる診療行為があった患者の数(地方公共団体又は医療機関に 所属する救急自動車により搬入された患者、当該地

域医療支援病院が医療法第三〇条の四に基づいて作成された医療計画において位置付けられた救急医療事業を行う場合にあっては、当該救急医療事業におい
て休日又は夜間に受診した患者及び自他覚的症状がなく健康診断を目的とする当該病院の受診により疾患が発見された患者について、特に治療の必要性を認
めて治療を開始した患者を除く。 )

「逆紹介患者の数」
地域医療支援病院から他の病院又は診療所に紹介した者の数診療に基づき他の機関での診療の必要性等を認め、患者に説明し、その同意を得て 当該機関に

対して、診療状況を示す文書を添えて紹介を行った患者(開設者と直接関係のある他機に紹介した患を除く。)



外来医療機能に関する情報の可視化
○ 地域ごとの外来医療機能の偏在・不足等の客観的な把握を行うために、診療所の医師の
多寡を外来医師偏在指標として可視化。

○ 外来医療については、無床診療所の開設状況が都市部に偏っていること、診療所における診療科の専門分化が進んでいること、救急
医療提供体制の構築等の医療機関間の連携の取組が、個々の医療機関の自主的な取組に委ねられていること、等の状況にある。

○ それを踏まえ、 「医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会 第２次中間取りまとめ」において、外来医療機能に関する
情報の可視化、外来医療機能に関する協議の場の設置等の枠組みが必要とされ、また、医療法上、医療計画において外来医療に
係る医療提供体制の確保に関する事項（以下、「外来医療計画」）が追加されることとなった。

地域における外来医療機能の不足・偏在等への対応地域における外来医療機能の不足・偏在等への対応

地域の人口

標準化診療所医師数

×地域の標準化受療率比
10万

×地域の診療所の外来患者対応割合

外来医師偏在指標 ＝

外来医療機能に関する協議及び協議を踏まえた取組
○ 地域ごとにどのような外来医療機能が不足しているか議論を行う、協議の場を設置。
※ 地域医療構想調整会議を活用することも可能。 ※ 原則として二次医療圏ごとに協議の場を設置することとするが、必要に応じて市区町村単位等での議論が必要なものについては、別途ワーキンググループ等を設置することも可能。

○ 少なくとも外来医師多数区域においては、新規開業希望者に対して、協議の内容を踏まえて、在宅医療、初期救急（夜間・休日の診療）、公衆衛生（学校医、産業
医、予防接種等）等の地域に必要とされる医療機能を担うよう求める。

※ 医師偏在指標と同様、医療ニーズ及び人口・人口構成とその変化、患者の流出入、へき地などの地理的条件、
医師の性別・年齢分布、医師偏在の単位の５要素を考慮して算定。

○ 外来医療計画の実効性を確保するための方策例

今後の検討課題
○ 外来医療機能の偏在の可視化等による新規開業者の行動変容への影響について、検証を行っていく。
○ 十分な効果が得られない場合には、無床診療所の開設に対する新たな制度上の仕組みについて、法制的・施策的な課題を整理しつつ、検討が必要。

経緯

○ 外来医師偏在指標の上位33.3％に該当する二次医療圏を、外来医師多数区域と設定。

新規開業希望者等に対する情報提供
○ 外来医師偏在指標及び、外来医師多数区域である二次医療圏の情
報を、医療機関のマッピングに関する情報等、開業に当たって参考となる
データと併せて公表し、新規開業希望者等に情報提供。
※ 都道府県のホームページに掲載するほか、様々な機会を捉えて周知する等、新規開業希望者
等が容易に情報にアクセスできる工夫が必要。また、適宜更新を行う等、質の担保を行う必要
もある。

※ 新規開業者の資金調達を担う金融機関等にも情報提供を行うことが有効と考えられる。

外来医療計画の全体像

・ 新規開業希望者が開業届出様式を入手する機会を捉え、地域における地域の外来医療機能の方針について情報提供
・ 届出様式に、地域で定める不足医療機能を担うことへの合意欄を設け、協議の場で確認
・ 合意欄への記載が無いなど、新規開業者が外来医療機能の方針に従わない場合、新規開業者に対し、臨時の協議の場への出席要請を行う
・ 臨時の協議の場において、構成員と新規開業者で行った協議内容を公表 等
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外来医療の地域における協議の場に関する医療法の規定

（改正医療法の規定）

第三十条の四 都道府県は、基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県における医療提供体制の確保を図るための計画（以下「医療計画」という。）
を定めるものとする。

２ 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
十 外来医療に係る医療提供体制の確保に関する事項

第三十条の十八の四 都道府県は、第三十条の四第二項第十四号に規定する区域その他の当該都道府県の知事が適当と認める区域（第三項において「対象区域」とい
う。）ごとに、診療に関する学識経験者の団体その他の医療関係者、医療保険者その他の関係者（以下この項及び次項において「関係者」という。）との協議の場を
設け、関係者との連携を図りつつ、次に掲げる事項（第三号から第五号までに掲げる事項については、外来医療に係る医療提供体制の確保に関するものに限る。第三
項において同じ。）について協議を行い、その結果を取りまとめ、公表するものとする。
一 第三十条の四第二項第十一号ロに規定する指標によつて示される医師の数に関する情報を踏まえた外来医療に係る医療提供体制の状況に関する事項
二 第三十条の十八の二第一項及び前条第一項の規定による報告を踏まえた第三十条の十八の二第一項第一号の厚生労働省令で定める外来医療を提供する基幹的な病
院又は診療所に関する事項

三 前号に掲げるもののほか、病院及び診療所の機能の分化及び連携の推進に関する事項
四 複数の医師が連携して行う診療の推進に関する事項
五 医療提供施設の建物の全部又は一部、設備、器械及び器具の効率的な活用に関する事項
六 その他外来医療に係る医療提供体制を確保するために必要な事項

２ 関係者は、前項の規定に基づき都道府県が行う協議に参加するよう都道府県から求めがあつた場合には、これに協力するよう努めるとともに、当該協議の場において
関係者間の協議が調つた事項については、その実施に協力するよう努めなければならない。

３ 都道府県は、対象区域が構想区域等と一致する場合には、当該対象区域における第一項の協議に代えて、当該構想区域等における協議の場において、同項各号に掲げ
る事項について協議を行うことができる。

４ 前項に規定する場合には、第三十条の十四第一項に規定する関係者は、前項の規定に基づき都道府県が行う協議に参加するよう都道府県から求めがあつた場合には、
これに協力するよう努めるとともに、当該協議の場において当該関係者間の協議が調つた事項については、その実施に協力するよう努めなければならない。

○ 都道府県は、医療関係者、医療保険者等との地域の協議の場を設け、外来医療に係る医療提供体制の確
保に関する次の事項について協議を行い、その結果を取りまとめ、公表。

※外来機能報告により報告された事項は、改正医療法第30条の18の2第3項等により、都道府県が公表することとされている。

（協議事項）
・ 外来医師偏在指標を踏まえた外来医療に係る医療提供体制の状況
・ 外来機能報告を踏まえた「医療資源を重点的に活用する外来を地域で基幹的に担う医療機関」
・ 外来医療に係る病院及び診療所の機能の分化及び連携の推進
・ 複数の医師が連携して行う診療の推進
・ 医療提供施設の建物の全部又は一部、設備、器械及び器具の効率的な活用
・ その他外来医療に係る医療提供体制を確保するために必要な事項

○ 地域の協議の場は、地域医療構想調整会議を活用することができる。
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【外来機能報告ガイドラインより（抜粋）】

３－２ 地域の協議の場の参加者

○ 地域の協議の場の参加者は、医療法上の規定に則って、郡市区医師会等の地域における学識経験者、代表性を考慮
した病院・（有床）診療所の管理者、医療保険者、市区町村等とする。

○ これらの参加者に加えて、紹介受診重点医療機関の取りまとめに向けた協議を行う場合、以下の医療機関の出席を
求め、意見を聴取すること。

1. 「紹介受診重点医療機関」の医療資源を重点的に活用する外来に関する基準に該当するものの、外来機能報告に
おいて「紹介受診重点医療機関」としての役割を担う意向を有しない医療機関

2. 「紹介受診重点医療機関」の医療資源を重点的に活用する外来に関する基準に該当しないものの、外来機能報告
において「紹介受診重点医療機関」としての役割を担う意向を有する医療機関

外来医療の機能の明確化・連携の進め方（案）外来医療の機能の明確化・連携の進め方（案）

県の方向性（案）県の方向性（案）

• 紹介受診重点医療機関の公表にあたっては、外来機能報告を踏まえ、地域医療構想調整会議で協議を行う。

• また、「紹介受診重点医療機関に該当するものの、病床機能報告によりその役割を担わないと報告した者」につ

いて、当該医療機関を上記協議の場への出席及び説明を求める。

• 反対に、「紹介受診重点医療機関に該当しないものの、病床機能報告によりその役割を担うと報告した者」につ

いて、当該医療機関を上記協議の場への出席及び説明を求める。
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厚生労働省
「令和３年度第２回医療政策研修会

第２回地域医療構想アドバイザー会議」

4



厚生労働省
「令和３年度第１回医療政策研修会及び地域医療構想アドバイザー会議」
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厚生労働省
「令和３年度第１回医療政策研修会及び地域医療構想アドバイザー会議」

6



厚生労働省
「第３回地域医療構想及び医師確保計画に関するワーキンググループ」

7

都道府県・医療勤務環境改善支援センターによる助言・支援



状況 選択肢 回答数

時間外・休日労働時間数が960時間超となっている医師が１人以上いるか

①いる 12

②いない 44

③わからない 2

うち、1,860時間超となっている医師が１人以上いるか

①いる 3

②いない 9

③わからない 0

他院での労働時間を通算した場合に960時間超となっている医師が１人以上いるか

①いる 1

②いない 36

③わからない 7

うち、1,860時間超となっている医師が１人以上いるか

①いる 0

②いない 1

③わからない 0

県の指定を受ける予定

①はい 7

②いいえ 30

③検討中 7

④わからない 14

県内医療機関における医師の働き方に関する状況

【アンケート調査】
実施主体：厚生労働省
実施日：令和３年８月12日～８月31日

【調査結果フォローアップ】
実施主体：勤改センター（県医師会）
実施日：令和３年９月～令和４年３月

県内病院に対するアンケート調査結果及びフォローアップ結果（調査対象医療機関数：106（回答：58、未回答：48））
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10

とちぎ医療勤務環境改善支援センター



勤改センターの対応

11

○ 普及啓発、情報提供、相談支援 ○ 研修会等の実施

令和３年度開催実績

○ 相談支援

・医療労務管理アドバイザーの設置及び対応

令和４年３月末時点 189件

○ 医療機関の宿日直許可申請に係る支援

・医療機関の宿日直許可制度研修会 開催

【厚生省労働局委託事業】

令和４年６月（予定）

・「医師の働き方改革について」

日本医師会常任理事 松本 吉郎 氏

出席者数 79名
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県の対応

○ 指定に係る対応

・公表

医療機関勤務環境評価センターからの評価結果の公表

・会議開催

医療審議会（連携Ｂ、Ｂ、Ｃ水準）、地域医療対策協議会（Ｃ－１水準）の開催

・指定（指定の取り消し含む）

医療審議会の意見を踏まえて指定及び指定の公示

○ 医療機関への支援

・勤務医の働き方改革を推進するための体制整備等に対する助成【準備中】

対象：Ｂ水準の医療機関（救急車年間受入件数1,000件以上2,000件未満 等）、

時短計画の作成及び追加的健康確保措置実施 等

補助対象経費及び補助率：ハード（1/2）及びソフト（10/10）補助基準額：133千円/床

・医療勤務環境改善支援事業

対象：病院及び有床診療所

補助対象経費及び補助率：ハード（1/2） 補助上限：4,000千円

○ 追加調査等の実施

[病院]（国調査及び勤改センターフォローアップの追加）

・時短計画の作成時期、勤改センターへの相談意向

・医師派遣の見直し内容

[有床診療所]【新規】

国調査と同様の調査を実施
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県の対応

【医療機関】
時短計画作成

【国評価センター】
時短計画評価

【県】
会議開催・指定

評価及び結果通知まで４ヶ月程度

評価結果を踏まえた医療機関による計画内容改善や、県による医療審議会等の開催及び
指定まで２ヶ月程度と想定した場合、時短計画を評価センターへ提出するリミットは
令和５（2023）年９月頃となる見込み

○ 時短計画の実績報告等の確認
・医療機関が毎年行う時短計画の実績報告や時短計画の見直し内容の確認

○ 地域医療構想の実現に向けて働き方改革を踏まえた対応に係る検討・調整
・地域の医療ニーズに即した効率的な医療機能の確保 等

２ 国評価センターへの時短計画の提出リミット

○ 医療機関の対応の確認（→現地確認等）
・医療機関の管理者等が医師に対して適切な対応を実施しているかの確認

【参考】

１ 宿日直許可申請に関する相談窓口の設置（厚生労働省）
厚生労働省は、医療機関の宿日直許可申請に関する制度の仕組みや手続き等について、WEB
サイトに相談フォームを開設
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_24880.html


